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1大臣官房食料安全保障課（更新：平成 20 年 10 月 14 日）海外食料需給レポート












年(H17)3 月 25 日に新しい食料・農業・農村基本計画3が閣議決定された。その内
容については補論として添付資料２に示す。更に、2007 年(H19)年 4 月 4 日に、
                                            
2 平成 19 年度食料・農業・農村の動向 平成２０年度食料・農業・農村施策概要 
 
3 基本計画とは、1999 年に制定された「食料・農業・農村基本法」に基づき、10



































表 2-1 製造業における技術革新 








写真 30 枚を転送 
電話回線・モデム 
4 時間、2,400 円/回 
従量制（接続時間課金）
光ファイバー 





(Parts Per Cent) 
（1/100） 
PPM 




10 万行 500 万行 
価格 
小型テレビ 














































中・竹中、1996)。 これを SECI モデル6と呼ぶ。 
                                            
5 マイケル・ポランニー（1966） 

















































































3.1.2  SECI モデルの事例 
 野村・竹内（1996）の文献によれば、製造業や流通業においては、表 3-1 に示
すように多くの事例が SECI モデルにより説明できるとしている。 
表 3-1 製造業・流通業における SECI モデルの事例 





















































を導入している。そこで下記の 2 つの仮説を立てて、その検証を行った。 




















 表 4-1 に示す日程で、福島県須賀川市の株式会社ジェイラップ（以下 J-RAP
と記す）を対象に、フィールド調査とインタビューによる調査を行った。インタ
ビューは半構造化インタビュー方式で実施した。 
表 4-1 調査内容・日程 
時 期 調査対象 調査方法 備考 






同年 5 月～11 月 取締役品質管理部長 






2008 年 11 月 生産者 3 名 
氏名未公開 
インタビュー 約 3 時間 
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表 4-2 会社概要 
会社名 株式会社ジェイラップ 







資本金 1,000 万円 
年商    20 億 
設立   1993 年 7 月 
主たる業務  玄米流通販売、白米製造販売、野菜販売、肉その他加工品流通販
売 
従業員  20 名 
支 店 
 
北関東支店（栃木・茨城）  茨城県坂東市山１493 
























































































表 4-3 ジェイラップの経営理念 
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しでも簡素化するために IT の導入を行った。 
 



























































 とかく管理することが中心となりがちな IT システムを情報の共有を目的にし
た事により、使う人に受け容れ易いシステムとなっている。9 




4.3.5  IT システムの事例 
 下記にその一部の機能を記す。図 4-3 が自主開発した「ねっと ing」と呼ばれ
るシステムの起動時のトップ画面である。多くの機能が盛り込まれている。 
 











図 4-4 ねっと ing の圃場毎の管理 
 










図 4-5 ねっと ing の作業画面 
 










4.4  仮説に対する検証結果 
前章で示した仮設を調査結果と照合しながら検証する。 
4.4.1  仮説１ SECI モデルの知識創造プロセスの適用 
結論から先に述べると仮説１は正しい。 
すなわち、年々事業拡大をしている農業法人では、その活動が SECI モデルの
知識創造プロセスで説明できる。表 3-1 にその対応をまとめた。 
表 4-4 ジェイラップにおける SECI モデルの事例 



























































4.4.2  仮説２ IT の導入は連結化に有効 
 結論から述べると仮設 2 は正しい。すなわち、IT の導入は形式知から形式知へ
の変換モード（連結化）に有効である。 












ここで 1 つの疑問が生じる。表 4-4 に示すように、表出化と内面化にも IT が




























図 5-1 SECI モデルにおいてＩＴが有効な範囲 
 











































図 5-2 生産管理システムが中心 
 
5.3 農業分野における IT 導入の課題と解決策（提案） 







5.3.1 IT 導入の課題 
しかし、現在の農業分野には下記に示すいくつかの弱点がある。 
















5.3.2  解決策 
 そこで、インターネットを利用した共同利用型のシステムを提案する。高額な
サーバシステムの導入・構築や手間のかかるシステムの維持（データバックアッ
























5.3.4  生産管理手法（たとえば GAP）の導入 











図 5-3 管理手法の導入 
 
5.3.5  農薬管理機能の充実 
 2003（H15）年 3 月 10 日から改正農薬取締法が施行された。その背景には、
2002（H14）年 7 月末以降、一部の業者が、登録のない農薬を輸入、販売してい

















図 5-4 農薬管理機能 
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図 5-5 情報公開の例 
 
5.3.7  生産者とコミュニケーション機能の実現 
 生産者にとって、消費者のニーズをつかみニーズにあった農産物作りをするこ
とは重要である。しかし、遠方の消費者とコミュニケーションをとることは難し














図 5-6 生産者と消費者のコミュニケーションの充実 
 














図 5-7 インターネットによる農産物の販売 
 














































 更には、図 6-1 に示すような農業の持つ多面的機能11が認識され、農業や漁業
といった一次産業がもう一度見直される傾向にある。 
 
図 6-1 農業の多様な役割と多面的機能 
  
                                            
11地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について（答












ケーションを支援するなど IT の持つ特徴を生かして、地方活性化を支援する IT
のシステムの提案を図 6-2 に示す。 
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 添付資料 1-1 
添付資料１ 世界の食糧事情 





2. 食料をめぐる世界情勢  
 まず、期末在庫および穀物価格の変化を下記に示す。  
2.1. 世界の食料需給状況と穀物価格  
最近の食料需給の状況を農林水産省の資料1を基に図  1 にグラフ化した。更に
図中の期末在庫率（期末の在庫量と年度の消費量の率）を３次曲線で近似した線
を追加した。  
                                                
1 大臣官房食料安全保障課（更新：平成 20 年 10 月 14 日）海外食料需給レポート
世界の食料需給



































図  1 世界の食糧需給  
 添付資料 1-2 
これを見ると世界の食料需給情勢が厳しい状態になっていることが分かる。  
 また同資料によると図  2 に示すように、世界の農産物の価格も高い水準が継
続している。  
3. 原因分析  
 上記の動向の大きな要因として、下記が挙げられている。  
(1) 途上国を中心に世界人口が増加と食料需要の質の変化  
(2) バイオ燃料の需要が増大  
(3) 世界各地で異常気象が頻発  
ここでは上記(1)について、分析を行った。  
 
3.1. 世界の人口推移  
 図  3 に総務省統計局の資料2を基に、世界の人口の推移をグラフ化した。こ
                                                                                                                                                 
（Monthly Report)（2008 年 10 月）  
2 総務省統計局平成 20 年３月発行 世界の統計 2008 年版  























図  2 農産物の国際価格の動向  
 添付資料 1-3 
れを見ると現在の世界の人口は約 65 億人（2005 年）で、2050 年には現在の



























図  3 世界の人口の推移  
 また、同資料から人口の多い国の 1997 年から 2007 年までの 10 年間の変化を
図  5 に示す。特に人口が多い中国とインドの動向が世界の食料事情に与える影響
は大きいと予想される。  





Kg の生産に要する穀物量は、表  3-1 に示すように穀物をそのまま食すよりも
数倍の量を必要とする  
 
表  3-1 畜産物 1Kg の生産に要する穀物量  
畜産物  必要穀物量  
牛肉  11Kg 
豚肉  7Kg 
鶏肉  4Kg 
鶏卵  3Kg 
ここで世界の食糧事情に大きな影響を与えるであろうと予測される人口大国



















ア メリカ合 衆 国
インドネ シ ア
ブラジ ル
パ キ ス タン




世 界 ：58.8億 人









中 国 ：13.3億 人
インド：1１.7億 人
図  4 1997 年と 2007 年の 10 年間の人口が多い国の人口変化  
 添付資料 1-5 
である中国とインドの畜産物の需要と GDP の推移を農林水産省の資料3から、







                                                
3 農林水産省 平成 19 年 11 月「食料をめぐる国際情勢とその将来に関する分析」
－国際食糧問題研究会報告書―  
図  5 インドの所得水準と畜産物の需要の推移  
 添付資料 1-6 
 
 






図  6 中国の所得水準と畜産物の需要の推移  
添付資料 2-1 
添付資料２ 政府の取組み  
 
1 はじめに  
 2001 年（平成 13 年）の BSE 発生およびその後相次いだ食品偽装の報道に
より、消費者はそれ以前に増して、食品の安全に関心を示すようになった。  




図  1 食品案善意関わる法改正  
添付資料 2-2 
 
2 食料・農業・農村基本計画  
 食料・農業・農村基本計画（以降、基本計画と記す）とは、1999 年（平成
11 年）に制定された「食料・農業・農村基本法」に基づき、今後 10 年の農政
の基本を示すものであり、5 年ごとに見直しを行うとされている。2000 年（平
成 12 年）3 月に最初の基本計画が策定された。今回は最初の見直しであった。
今回、2005（平成 17 年）年 3 月 25 日に閣議決定された新しい基本計画は、次
の各章から成り立っている。  
＜食料・農業・農村基本計画の目次＞  
第 1 章 食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針  
第 2 章 食料自給率の目標   
第 3 章 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策   






 更にこの基本計画を受けて、 2007 年（平成 19 年）4 月 4 日に食料・農業・
農村政策推進本部（首相を本部長に農林水産大臣を始めとする関係閣僚からな
る）により決定された「21 世紀農政 2007（平成１９年４月４日）」では、政府
一体となって重点的に取り組む事項として、下記の 2 点を挙げている。  
   ・農林水産業の潜在能力を最大限発揮させ、21 世紀の戦略産業に  
添付資料 2-3 
・ 国民が求めるおいしく安全な食料の安定供給の実現  
 これをまとめると、図  2 のようになる。  
 
 
図  2 政府の方針  
 この 21 世紀農政 2007 のポイントを図  3 と図  4 に示す。その中で、筆者が
特に興味を持った項目は下記であった。  
(1) 国内農業の体質強化  
(2) 担い手への施策の集中化・重点化  
(3) 食品の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組の充実  




図  3 21 世紀新農政 2007 のポイント  
 
図  4 21 世紀新農政 2007 のポイント（続き）  
添付資料 2-5 





  ○  担い手への施策の集中化・重点化（2.2 参照）  
  ○  農地政策改革  
面的な集約を促進、農地の「利用」をまとめて再配分する新たな
組織を構築  
  ○  食料供給コストの削減  
  5 年で 2 割削減 ,卸売市場改革や物流効率化  











図  5 農業の構造改革の展望  
 
2.2 担い手への施策の集中化・重点化  
 2006 年（平成 18 年）6 月 14 日に成立した「担い手経営安定新法（農政改革
関連三法の 1 つ）」正式名：農業の担い手に対する経営安定のための交付金の
交付に関する法律において、経営所得安定対策等大綱が決定され、図  6 に示す








図  6 経営所得安定対策等大綱  
2.3 食品の安全と消費者の信頼の確保に向けた取組の充実  
 21 世紀新農政 2007 の第 3 章（Ⅲ）には、「国民の視野に立った食料政策の
展開」を推進するとしており、「生産から食卓まで的確な工程管理を実施→食品
の安全と消費者の信頼を確保」としている。  
方策として、下記の表現で GAP（Good Agricultural Practice)の導入を挙げ
ている。  










図  7 各種の GAP（Good Agricultural Practice) 
添付資料 2-9 
2.4 食料供給コストの削減  
 上記に示したように、生産管理や経営管理の強化を促す一方で、農産物自体
の価格を抑制する動きもある。その一つの例が流通経費の削減にある。  






図  8 卸売市場の改革  
添付資料 2-10 
3 その他の法改正  
2 章に示す政府の方針と前後して、農薬取締法（農林水産省）や食品衛生法
（厚生労働省）の各法律が改定された。  
3.1 農薬取締法の改定  
2002 年（平成 14 年）7 月末以降、一部の業者が、登録のない農薬を輸入、




2003（H15）年 3 月 10 日から改正農薬取締法が施行された。主な改正内容
は下記の通りである。  
 （１）無登録農薬の製造及び  
     輸入の禁止  
 （２）輸入代行業者による  
     広告の制限  
 （３）無登録農薬の使用規制  
     の創設  
 （４）農薬の使用基準の設定  
 （５）法律違反の罰則の強化  
ここで特筆する点は、それまで使用者（主に農家、生産者）には、寛大であ
った罰則が強化された点にある。それまでは特に危害が想定される特定農薬の
使用に 3 万円以下の罰金刑が、100 万円以下および懲役刑も想定されている。  





・ 有効成分ごとの総使用回数の明確化等  
☆ 2005（H17）年５月２０日省令改正 (6 月 21 日施行 ) 農薬使用基準省令
を一部改正する省令  
・ 指定種苗への農薬表示に伴う総使用回数の明確化等  
 
 
図  9 農薬取締法の改定  
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含むすべての食品の流通を、原則禁止する制度である。2003 年（平成 15 年 5


























慮した点は、「入力の簡素化」であるという。次の 2 つの方式を採用した。  




② タッチパネルによる入力  














図  2 入力の簡素化  
          
2 システムの発展  
更に新たな取り組みとして、情報公開やインターネットによる農産物の販売に
取り組んでいる。  










図  3 情報公開のラベルサンプル  
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図  5 インターネットによる農産物の販売例  
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図  6 インターネットによるショッピングモールの画面例  
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添付資料４ 農村地域における IT の現状  
 
1. パソコンの普及率  
総務省の資料1によると図  1-1 に示すようにパソコンは、高い普及率を示して
いる。しかし、他の年齢層に比較すると６０歳以上では保有率が 10％ほど低下す
る。また、図  1-2 を見ると、他の地域に比較すると町・村では、パソコンの保有








                                                
1 総務省情報通信政策局総合政策課情報通信経済室（H20.4.18）平成１９年「通
信利用動向調査」の結果  

































































2. IT インフラ環境  
農村部においては、特にネットワーク環境について、高速のネットワーク環境
の整備が都市部に比較して遅れている。  
図  2-1 にブロードバンド・マップを示す。これを見ると都市部を除いて、ほと
んどの地域で緑（＝ＤＳＬ（Digital Subscriber Line）であることが分かる。日
本の DSL では、ADSL（Asynchronous DSL：非対応 DSL）が主流であるため、下
り（データの参照）は 8～64MBPS（Mega Bit Per second）（1 秒間に 10 万文字
~80 万文字）と比較的高速であるが、上り（データの登録）はその 10 分の１程
度であり、複数の利用者が情報を登録するには非力である。  
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図  2-1 関東地方と東北地方のブロードバンド・マップ  
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添付資料５ 地方活性化を支援する IT のシステムの提案 
 




地方活性化を支援する IT のシステムの提案を図  1 に示す。 
 


























































3 継続的な運用の取り組み  
有効なポータルサイトを支え、自主的に運営していくために 2 つの柱とそれを
支える土台が必要である。このイメージを図  2 示す。   
① 情報サービスの仕組み  
常に新しい地域の情報を提供するためには、定期的且つ自主的に情報を更新
していくことが求められる。地域の情報源を組織化して、自らが情報を更新し
ていく仕組みを構築する。学校での取り組みも 1 つの案であろう。  
② ネット販売システム  
地域の特産物を販売することにより、販売収益の一部をシステム運営に活用
する。  






図  2 継続的な運用イメージ  
 





用にも貢献できる組織とする。（図  4 参照）
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図  3 サポートクラブの概要
 
図  4 システム運営の概要  
